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資料 １第３回道州制推進会議に係る意見への対応等

意 見 対 応

○今後さらなる「戦略的な考え方」が必要であり、各テーマについて、北海道の何 ・今回策定した「道州制プログラム（仮称：案 」においては、各テーマごとに北海道として道州制を先行）
が課題となっており 規制緩和や権限・財源の移譲により 何がどう変わるのか 的に実施するねらいや優位性、課題、さらには、全国の道州制モデル地域としての考え方等を追加してい、 「 」
を示す必要がある。 るが、今後とも、市町村や経済界等からもご意見をいただきながら、より具体的内容となるように努めて

いく考えである。

○自然環境の保全に欠かすことのできない国立公園に関係する権限移譲等を追加す ・ 国立公園利用調整地区に係る立入の認定及び指定認定機関の指定」に係る権限移譲を追加する。「
る必要がある。

○本道の基幹産業である農業・漁業ともさらに肉付けをしていく必要がある。 ・農業に関しては、新たな項目について検討中である。
また、道州として主体性を持った産業雇用政策を進めていくことが重要であり、
この部分が主軸になるので、肉付けが必要である。 ・漁業に関しては、市町村等による内水面の管理・活用（遊漁規則の設定）及び漁家民宿に対する消防法の

規制緩和を追加する。

・他産業からの農業への参入に係る金融の円滑化などについて、追加する。

○一般国道等の整備及び管理に関連し、トラックの重量規制あるいは国道における
速度規制についての議論を落とすのは問題。 速度規制等については、道路交通法等の改正を伴うとともに、交通事故の増加も懸念される問題
また雇用では もう少し立ち入った権限移譲 規制緩和などの検討が必要である でもあることから、なお、検討を要する。、 、 。

・ 雇用に関する権限移譲や規制緩和については、道とハローワークとの連携等を視野に入れ、再度検討す
ることとしている。

○観光に関連して、遊覧船などを自治体・民間が運営しているが、この規制が大変 ・観光等に係る遊覧船などの運航については、その規模にもよるが、事業の開始に当たっては、河川、湖沼
厳しく、免許を取る、航路を変更するといったことにも、国の許可・認可が必要 も含め、海上運送法の適用を受け、法的認可が必要である。
である そういうソフト面も先行的にやれるものとして入れてもらえればと思う ・使用する船舶については、船舶法等による設備的要件を具備していることが求められる。。 。

・実際の運航航路については、使用する港湾等にもよるが、港内においては港則法、水域においては海上衝
突予防法や海上交通安全法などの規制により、運航上の安全はもとより利用者の安全、他の定期・不定期
航路などとの関係を確保しなければならない。
・遊覧船に限らず、特に旅客運送に関する船舶の運航については、人命を預かるという観点から、船舶の設
備的規制、船員数等貨物の輸送に比べ厳しいものとなっており、国（運輸局）において法律に基づき全国
的に統一された取扱いとなっている。
・国の地方支分部局との関係については、引き続き、総合的に検討すべき課題と考えている。
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意 見 対 応

、 、○サマータイムの導入について、経済界が相当の効果があるということで（提言し ・道としても サマータイムのメリットあるいはデメリットなどについて研究して参りたいと考えているが
ているが 、そういうものを北海道らしく入れられないものか。 いずれにしてもサマータイム制度は道民の生活全般に関わることから、今後の道民の理解や気運の盛り上）

がりを踏まえた対応が必要と考える。

○北海道では風力発電に非常にたくさん取り組んでいるが、農地があると、必ずひ ・新たな項目として、検討中である。
っかかる。農地をつぶすわけではなく、そこに（風力発電の設備を）建てるだけ
で農地としては使えるので、農地法の規定を整理できればと思う。

○地域医療の充実で、医療大学の入学定員増という規制緩和が挙げられているが、 ・現在、札幌医科大学において「へき地勤務医入学枠」の検討を行っているが、道州制以外の政策対応で行
北海道全体として医師は足りなくなっていないのではないか。むしろ今の政策の っていくこととしし、非登載とした。
中で、北海道の中の地方と都市のバランスをどうするか、地方に医師を送れるよ 本道の過疎地勤務医確保のため、昨年度から保健福祉部長が九州、東京地区の医科大学を訪問し、派遣要
うな政策がないのか。同時に、九州あたりはものすごく多くの医師がいるので、 請を行うなどの取組みを実施している。しかし、九州地区においても離島の勤務医の確保は依然難しく、
そちらからの医師募集に力を入れた方がよいのではないか。 本道への招へいは難しい状況にあるが、今後とも医師の確保について的確に対応できるよう努めていく考

えである。

○地域医療の充実の問題は、過疎地で特に専門医がいないことである。過疎地で緊 ・道では、救急医療に対応するため、消防防災ヘリコプター２機と札幌市所有のヘリコプター１機の３機体
急用に自衛隊のヘリコプターを呼ぶためには、町長が道に電話をかけて、道から 制で業務を行っている。伝達経路は市町村の消防から道の防災航空室に連絡があり、フライトの判断を行
自衛隊へ、その前にどこかあるということで非常に複雑である。まさにそのよう っているが、全てのヘリコプターが出場中である場合は、自衛隊や海上保安庁、道警との連携を図りなが
なところこそ、規制緩和なり権限の移譲ということで何か考えることが大事なの ら対応している。しかしながら、天候状況の確認等により時間を要する場合があるが、今後とも迅速な対
ではないか。 応に努めていくこととしている。
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意 見 対 応

○道州制の下での国 道 市町村の役割分担を明確にしていく必要があるとともに ・今後、市町村への権限移譲などを推進する体制を整備し、必要な取組みは プログラム事業として位置づ、 、 、
道から市町村への権限移譲も根幹に関わる部分なので、早急に検討する必要があ けることとし、その旨、プログラムに明記した。
る。

○道の総合計画等との整合性を図っていくほか、政策評価を行うに当たって、きめ ・今回のテーマ設定に当たっては、第３次北海道長期総合計画や北海道新生プラン等の道の長期的・総合的
細やかな指数が必要となる。 な計画を基本として、その整合性を図りながら検討したものである。
例えば、北海道で離農する人が年間に１万人くらいいる。新規就農者は200人くら
いであり、その新規就農が少ない分をどうするかというと、農業従事者の中に中 ・施策の目標となる指標については、総合計画や新生プランで掲げている、例えば、
国の外国人労働者で賄われているというのが現実である。ここの部分で規制緩和 「外国人観光客５０万人計画」
としてこうしていかなければならないというところが、指標の数字で出てきて、 「北海道雇用創出プラン（２カ年で５万人の雇用の場を創出 」）
そして農業のこれからの生産を維持していくことになってくる。そういうところ などと連動しながら、道民に分かりやすい内容となるように努めていく。
が所管の中できめ細かに出すと、見たときに非常にわかりやすいし、裏付けとし
て必要ではないか。

○北海道自体も税収が非常に落ち込んでいるが、この要因の一つに、北海道から転 ・平成１５年度の道の人口は、道外への転出者が転入者を大きく上回っており、このことは、人材の流出に
出される人と北海道に転入される人では、約１万人くらい転出者が多くなってい つながっており、深刻な状況にあるものと考えている。このため、道としては、新生プランにおいて「基
る。当然、所得税を払う人が少なくなり、事業をされている支店、支社が全部東 幹産業が活性化し、新産業・新事業の創出が進み、雇用の場が確保され、経済が元気を取り戻している北
京や大阪へ戻ってしまう こういうところを産業とか雇用を維持していく上では 海道を目指す」こととしており、現在、経済再建や未来を担う人づくり等に重点的に取り組んでいるとこ。 、
視点として非常に大事なところではないか。 ろであり、先行実施に当たってもこのような観点に立って推進していく考えである。

○資料は 権限移譲 が先にきているが 規制緩和 を最初に示したほうがよい ・ご意見の趣旨を踏まえ、推進プログラム（仮称）の中で「規制緩和」が先にくるように修正する。、「 」 、「 」 。
それによって「何がどう変わるか」がより明確になると思われる。



 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

－ 北海道を道州制の先行地域に － 
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 少子高齢化や高度情報化、グローバル化の進展、環境問題の多様化等、経

済社会情勢が大きく変化する中で、北海道は、現在、地域経済の低迷や雇用

情勢の悪化、危機的な地方財政など大変厳しい状況に直面しています。 

 

 こうした困難を乗り越え、希望に満ちた「新生北海道」へ向かって着実に

歩みを進めるためには、地域が自ら知恵を出して自らの価値を創造していく

ことが必要です。 

 

これまで道では、地域主権の時代にふさわしい自治のあり方を模索する中

で、将来的な自治の姿として道州制の検討を行い、平成１５年８月には、道

州制を基本とした「分権型社会のモデル構想」を策定したところです。 

 

 豊かな自然や様々な資源に恵まれた北海道は、今後の発展に向けた大きな

潜在力と可能性を持っています。このような条件を生かして、北海道全体を

活力に満ちた大地として再生する「新生北海道」の実現への大きなステップ

とするとともに、地域主権の取組みが住民の暮らしをどのように変えていけ

るかを全国に対して目に見える形で示していくことを基本に、このたび、道

州制に向けた先行的な取組みを行う「道州制プログラム」を策定しました。 

 

 道州制は国のかたちを根本から変える究極の分権改革であり、その実現に

はまだまだ議論を積み重ねていく必要がありますが、道としては「道州制プ

ログラム」に基づいて、具体的な取組みを一歩一歩進め、全国に先駆けた新

しい自治のフロンティアを北海道から発信していきたいと考えています。 

― 道州制プログラムの策定の趣旨 ― 
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１ 道州制をめぐる背景 

地方分権の進展  

 地方分権は、地方の自主性・自立性を高め、個性豊かで活力に満ちた地域社会を

実現しようとするものであり、平成１２年４月１日、地方分権一括法の施行により、

機関委任事務制度が廃止されるなど、分権型社会へ向けての実質的なスタートが切

られました。 
 現在、基礎自治体である市町村の行財政体制強化に向けた市町村合併の推進、国

庫補助負担金、地方交付税及び税源移譲を含む国と地方の税源配分を見直す三位一

体改革などが進められています。 

道州制の導入の意義  

 国、都道府県、市町村の関係をこれまでの中央主導の縦割りの画一的な行政シス

テムから、住民主導の個性的で総合的な行政システムへの転換を図る地方分権の流

れをより確かなものとしていくため、地方への権限移譲の有力な受け皿となりうる

新しい自治のかたちとして、道州制の導入に向けた取組みが重要となってきていま

す。 

○ 地方分権の将来像としての道州制  
機関委任事務制度の廃止や現在進められている三位一体改革、市町村合併の取

組みは、地方分権を進める上では通過点にしか過ぎず、国と地方の役割を見直し、

将来的な地方分権の姿として道州制を位置づけることにより、地方分権改革を一

段と加速させることが期待できます。 
 
○ 地域の潜在力を引き出し、個性豊かな地域の発展 
これまでの国を中心とした中央集権型の行財政システムは、戦後の高度経済成

長や国土の均衡ある発展に寄与してきましたが、少子・高齢化が進行し、社会の

成熟化が進む今日、多様化する地域の課題やニーズに対応し、厳しい状況が続く

地域経済・雇用を再生するためには、地域の持つ潜在力が十分に発揮できる真に

分権型の行財政システムの構築が急務です。 
 

なぜ、今、道州制か  
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国における道州制の検討状況  

 都道府県を廃止して、新しい広域的な地方自治体として設置する道州制について

は、これまでも様々な提言がなされており、地方行財政制度の将来像としての統一

的な考え方が形成されてきていない状況にありました。 
 
 このような中で、国においては、内閣総理大臣の諮問機関である地方制度調査会

において、広域自治体としての都道府県のあり方の論議がスタートし、平成１５年

１１月には、第２７次の地方制度調査会の最終答申において、道州制に関し、道州

制の導入の検討が必要であるとした上で、今後議論すべき論点が示されました。 
今後、近く発足する第２８次の地方制度調査会において、本格的な論議がなされ

ることとなっています。 

北海道における道州制の検討  

平成１２年４月に地方分権一括法が施行され、地方分権のスタートが切られたこ

とを契機として、道においては、将来的な分権型社会を展望して、広大な行政区域

を有する北海道にふさわしい地方自治や地域主権の推進を図るため、平成１２年５

月に道州制検討懇話会を設置し、道州制の検討に着手しました。 
 
平成１３年２月には、同懇話会から道州制に関する報告書が出され、その後、市

町村や経済団体などとの意見交換、パブリックコメントなどを行いながら、庁内外

における論議を経て、平成１５年８月、道州制を基本とした「分権型社会のモデル

構想」を策定しました。 
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道州制の基本的な考え方  

○ 現行憲法に定める地方自治体としての道州制 
  アメリカ、ドイツのような憲法によって権限を連邦政府と地方政府（道州）と

の間で分割する連邦制ではなく、現行憲法の範囲内で実現可能な新たな広域的自

治体としての道州制を目指します。 
 
○ 住民自治に寄与するものとしての道州制 
  道州の長や議員は、官選ではなく住民が選任し、住民自治の拡充に寄与する道

州制を目指します。 
 
○ 地域主権の時代にふさわしい行政運営主体としての道州制 
  国からの権限や財源の移譲による地方分権推進の受け皿となり、地域主権の時

代にふさわしい行政運営主体としての道州制を目指します。 
 
○ 地方財政調整制度を前提とする道州制 
    国が地域間の税源の不均衡を調整する地方財政調整制度を前提とする道州制を
目指します。 

○ 地域の特性を活かした活力ある地域社会づくり 
北海道の各地域の持つ、歴史や文化、自然環境や気象条件など多様な特性を活

かし、地域に暮らす住民のニーズに基づいて政策決定を行うことによって、住ん

でいることを誇りに思える、夢のある個性豊かで活力ある社会をつくります。 
 
○ 地域のことは地域が決めることができる社会づくり  
地域住民の創意工夫と、限られた財源の選択と集中により、地域にとって最適

な行政サービスの水準を実現することができる社会をつくります。 
 
○ 住民の参加による協働の社会づくり 
住民が積極的に行政の政策形成や政策の推進に参画することにより、北海道経

済の再建や様々な地域の課題の解決を図り、力強く自立の道を歩んでいく社会を

つくります。 

道州制の目指す姿（地域主権の推進）  

２ 北海道が目指す道州制 
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国、道州、市町村の役割分担  

 道州制を実現するためには、道民、市町村、道がそのイメージを共有し、それ

ぞれの役割を適切に果たしていくことが必要です。 
 
○ 基本的な役割 
・ 国は、外交や安全保障など国家として本来果たすべきことや、必要最少限の範囲で

地方を支援することなどにその役割を限定します。 
・ 道州は、全道的に展開すべき広域的な役割を中心に、産業の振興、雇用政策、交通、

社会資本の整備や先端的な試験研究など専門性の高いもの、教育や医療の分野におけ

る人材の確保などの役割を担います。 
・ 市町村は地域における総合的な行政主体として、住民の暮らしや地域の産業振興な

どの行政サービスを地域の実情に応じて提供する役割を担います。 
 
○ 道州と国の出先機関との関係 
基本的な役割を踏まえ、道と国の出先機関との役割分担を見直し、産業の振興や雇用

政策、交通、社会資本整備などの多くの分野については、新たな広域的自治体である道

州が一元的に担っていくことが望ましいと考えています。 
 
○ 道州と市町村との関係 
道では、今後、市町村と協議しながら、お互いの役割分担の明確化を図るとともに、

市町村がより主体性を持って行政運営ができるよう、その能力などに応じて包括的な事

務事業の移譲を進めていくことが望ましいと考えています。 
 
○ 道州の出先機関のあり方  
広域分散で多様な地域からなる北海道では、現在、地域の総合出先機関として１４の

支庁を設置していますが、道州制の下でも道州が地域の特性に応じた政策展開を図るた

め、地域における道州の政策運営の役割や市町村を支援、連携・協力する役割を備えた

出先機関を置く必要があり、検討中の支庁制度改革にあたっても、このような視点を踏

まえて検討を進めます。 

 
税財源のあり方  

○ 道州制の下での財政システムは、適切な行政水準を確保した上で、コストとサ

ービスの関係が見えやすく、地域の自由度の高い仕組みとなることが基本です。 
○ 国庫補助負担金による国の関与の大幅な縮小や税源の移譲を通じて、地方自ら

の判断で使える財源を増やし、地方の裁量と自己決定権の拡大を図ることが必要

です。 
○ 自主的な財政運営が可能となるよう、一般財源による歳入の確保を基本に、税

源の偏在が少なく安定した税収が確保できる地方税と地方交付税制度を組み合わ

せた財政システムの確立が必要です。 

国と地方の役割分担（主なもの）については、次ページの表に整理 
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国が所掌する事務  
地方が所掌する事務  

※道州と市町村の事務分担は、道と市町村
が議論しながら決定 

国の専掌事務  

○天皇・皇室 ○司法・立法 ○国政選挙 

○通貨、公定歩合、民事・刑事に関する基
本ルール、公正取引の確保、金融、資

本市場、貿易、物価の統制、工業規格、

度量衡、知的所有権、郵便 
○国籍、税関、出入国管理、旅券 

○全国的な電波監理・気象業務 
○地方制度、国と地方公共団体との間の

基本的ルール（道州間の財源調整を含む） 
○国の機関の組織（内部管理を含む）・税

財政 

 

産 業 ・ 雇 用  

○全国の総合開発計画・経済計画の策定 
○基本食料・資源・エネルギーの確保等 
 (食料・資源等の輸出入、食料自給など） 

 

 
 

○公的保険（失業保険）、労働基準 

○本道の総合開発計画・地域経済計画の策定 
○本道の地域特性に即した産業施策 
 （各種産業施策を一元的、総合的に企画立案、推進） 

（国営農業農村整備事業と道営農業農村整備事業、第

３種漁港・４種漁港と第１種漁港・２種漁港などを一元
的、総合的に整備・管理） 

○雇用対策（職業安定（職業紹介等）対策を地域が

主体となって展開） 

基 盤

○全国を対象とする骨格的・基幹的な交

通・通信基盤施設の整備・管理 
（高速道路、新幹線など）                                    
 

 

 

 

○道州の区域を越える交通体系の調整、
構築（航空交通管制など）  
 

○全国的に影響を有する特に高度で専門
的な科学・技術 

○国勢調査等の全国的な統計調査 

                                           

○本道の社会資本の整備を地域の視点から推進 
 （国道と道道、一級河川などを一元的、総合的に整備・

管理） 

（直轄砂防事業と補助砂防事業、直轄海岸事業と補助

海岸事業などを一元的、総合的に整備・管理） 
（都市公園の整備・管理） 

（港湾の整備及び運営） 

○本道の交通体系を主体的に調整、構築 
（各種交通計画や交通施策を一元的、総合的に企画調
整、推進）   

○道内産業の活性化や道民の生活安定向上のため

の試験研究・研究開発 

○道内における各種統計調査 

生    活 

○外交・防衛・安全保障  
○海難審判、海上保安、航空保安、その

他の全国的な治安維持 
 

○公的年金・公的保険（医療保険、介護
保険）、生活保護の基準の設定 

○伝染病予防、薬品の規制、医療従事者

の資格その他の人の生命・健康・ 
  安全に関する基準の設定 

○警察、防災・消防                                            
○自然災害への一元的、迅速な対応 

○国民健康保険・介護保険の運営、生活保護の実
施 

○保健医療福祉圏の設定                                      
○児童相談所、保健所、母子相談員、養護老人ホ

ーム 

○保育所、保健（高齢者、母子）、福祉（高齢者、障

害者） 

○特に高度で専門的な学術・文化 

○義務教育に関する基準の設定等 
○高校、特殊教育学校 

○幼稚園、小中学校教育、生涯学習 
○小中学校教育の基本的枠組み 

（学級編成、教員配置など） 

人    材 

環    境 

○地球規模の環境対策 ○地域の視点からの環境対策                                
（各種環境施策の総合的な企画立案・推進）                       

（地域が主体となって国立公園・道立公園等を一元的
に管理） 

（民有林と国有林が一体となった森林づくり）   
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３ 道州制の導入までのプロセス  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             
 
 

 道州制は、これまでの中央を起点とした仕組みから、地方を起点とした仕組みへ
と根本から改革しようとするものであり、その実現までには、国などにおける道州
制に対する基本的な考え方の整理や国民合意、関係法律の改正など、様々な課題が
山積しています。 
 
 また、現在進められている三位一体改革や地方分権の担い手たる基礎自治体であ
る市町村の合併などの進展も見極めていく必要があります。 
 
 このようなことから、道州制の最終的な実現までには相当の時間を要するもので
あるが、道州制導入の意義が広く理解されるためには、本道の抱える課題や住民に
身近な事柄について、モデル的、パイロット的な様々な取組みを「道州制の先行実
施」として着実に積み重ね、その効果が道民に実感されることが重要です。 

  
国
の
方
針
決
定 
 
 

 
 
法
整
備
の
検
討 

 
 
 
 
 
 
 
 
道
州
制
の
本
格
実
施 

ステップ１：先行実施 

・４年間を目途に具体的なテーマに沿った事業を推進 

権  限 

ステップ２：取組みの拡大 

・先行実施の成果などを踏まえ、事業の対象分野などを着実に拡大 

財  源 

規制緩和 

事務事業

一部権限移譲 

統合補助金・交付金化及び一般財源化 

規制緩和の実施（可能なものから） 

一元化に向けた取組み 

ステップ３：道州制の本格実施 

・新たな広域自治体である道州と国の地方支分部局の事務事業の 
一元化など本格実施 

 
 
 
 
 
 

権  限 

財  源 

規制緩和 

事務事業

国が本来果たすべき分野以外について権限移譲 

一般財源化 

大幅な規制の緩和 

国と地方支分部局との一元化 

道 州 制 の

制度化 に 
向けた動き 

実 現 に 向 け た プ ロ セ ス 
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４ 道州制の先行実施 

北海道の位置づけ  

 北海道は、経済、生活文化、住民意識の面で一定の完結性と独自性を有する独立

したブロックを形成しており、特に地理的には既に「道州」の形態にあります。 
 他府県との合併なしに道州制に移行できる北海道は、道州制の実現に向けて先導

的、モデル的な役割を果たす上で最もふさわしい地域といえます。 

先行実施のねらい  

○ 北海道経済の活性化と自立へのステップ（北海道の視点） 
北海道の経済の活性化、豊かな自然環境や一次産業の潜在力の開花を通じて、

北海道が「自立への道」を歩んでいくための大きなステップとします。 

 
○ 三位一体改革や規制改革を加速（全国の視点） 
国が進める三位一体改革や規制緩和を加速し、国民の暮らしや地域経済をどの

ように変えていけるのかを目に見える形で示す試みとします。 

先行実施の視点  

○ 住民の視点に立った行政サービスの向上 
道州制を国と都道府県の行政間における改革として捉えず、自治の主体は住民

であることを基本として、その効果が実感できるよう住民生活に密接な課題に取

り組みます。 
 

○ 地域主権の推進と行政の効率化 
地域のことは地域が自らの責任のもとに決定できるよう、国の関与をできるだ

け縮小し、行政事務の一元化を図り、その効率化を推進します。 
 

○ 民間活力の発揮  
厳しい地方経済の現状を克服するためには、自由で創造的な活動を阻害する要

因となっている制度や規制の緩和を進め、地域の持つ潜在力を最大限に引き出

し、本道経済の再建に向け取り組みます。 
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先行実施の基本方向  

先行実施にあたっては、将来の道州制の実現と、道州制に対する基本的な認識の

共有のもとに、国との連携を図りながら、４つの基本方向に沿って推進します。 
 

○ 官から民への流れを拡大する規制改革 
広域分散、積雪寒冷などの北海道の実情を踏まえ、自由で創造的な市民・民間の活

動を阻害する要因となっている制度や規制の緩和を促進します。 

 

○ 国から道への大幅な権限移譲 
許認可権限、事務事業の実施権限などを国から道へ大幅に移譲するとともに、道と市

町村の適切な役割分担を検討し、市町村への権限などの移譲を推進します。 

 

○ 自由裁量を高める国から地方への財源移譲  
地方の判断で事業実施が可能となるよう、自由裁量の大きい統合補助金の拡充や統合

交付金制度の創設により、成果志向のきめ細かな政策を展開します。 

 

○ 国の地方支分部局との事務事業の一元化 
道の行政区域と多くの国の出先機関の所管区域が一致している北海道だからこそで

きる改革として、国の地方支分部局との事務事業の一元化をモデル的・段階的に実施し

ます。 

取組みの概要  

 テーマ設定による取組み   
道州制の先行実施にあたっては、地域経済の低迷や失業者の増加、少子高齢化

や過疎化の進む地域の実情などを踏まえつつ、本道の抱える課題に即してテーマ

を設定し、各事業を連携させながら効果的な事業推進を図ります。 
 
 道州制モデル事業   
平成１６年度の国の予算において創設された「道州制の検討に資する北海道広

域連携モデル事業」を活用し、地方の自主性や裁量性を生かした社会資本の整備

を計画的に行います。 
また、モデル事業の実施を通して、公共事業における補助基準の弾力化や対象

事業の拡大などの課題・問題点の検証を行います。 
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推進方法 及び 推進体制 

 

 推進方法  

道州制の先行実施を担当する内閣府と連携を図りながら、「道州制プログ

ラム（仮称）」の着実な推進を図ります。 

・実施期間 平成１６年度をスタートとする４年間（Ｈ１６～Ｈ１９） 

 

 推進体制  

「道州制プログラム（仮称）」の全庁的な事業推進のための体制を整備し

ます。 

 

 各施策内容のローリング  

道州制を実感できるよう、個々の事業を着実に推進し、その積み重ねが

最も重要です。 

そのため、今後とも道民や市町村などに取組み状況を周知するとともに、

各方面からの道州制に関する提案や道民ニーズの変化などに的確に対応

し、プログラムに反映するために、本プログラムに盛り込んだ各事業の実

施状況を評価しつつ、毎年度事業を見直します。 

 

 市町村への権限などの移譲の推進   

地域に身近な仕事は道民に最も近い市町村が担うことを基本として、道

州制の先行実施にあたっても道が持つ権限などを市町村へ積極的に移譲し

ていくことが大切です。 

そこで、道と市町村の役割分担を踏まえた市町村への権限などの移譲を

推進する体制を整備し、必要な取組みはプログラム事業として位置づけま

す。 
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６つのテーマ 



 11

 
 
 
 
 
 
       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

世界に通ずる北海道観光の形成 

目  的 

 
北海道は、雄大な自然景観や新鮮な味覚などの観光資源に恵まれ、国

内で最も人気の高い観光地の一つとなっている。 
近年、国内のみならず東アジア地域を中心とする外国人観光客が着実

に増加してきており、さわやかな夏や広大な雪景色など、異なる気候・

風土を有する本道への観光需要の高まりが見られることから、国際的に

通用する観光地を形成するための取組みの一層の推進を図る。 

 

 

道州制の 

先行実施

のねらい 

 
本道経済の低迷や雇用情勢の悪化などに対応し、北海道の自立のステ

ップとしていくため、基幹産業である観光産業を振興する。 
我が国では、ビジットジャパンキャンペーンにより外国人観光客の誘

致を積極的に行っているが、北海道の有する自然環境は、冬や夏はもと

より一年を通じて、特に東アジア諸国からの観光客にとって魅力あるも

のとなっていることから、規制の緩和等を進め、民間活力が発揮しやす

い環境を整える。 

 
北海道で先行的に外国人観光客を中心とした受入体制等の充実や魅

力ある観光地づくりを進めることにより、他地域のモデルとなることが

でき、我が国の国際的な観光振興に貢献していく。 
 

 
全 国 の  
モ デ ル 
としての

位置づけ 
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■ 国際的な観光の展開  
・ＣＩＱ業務の一部実施 ………………… 地方公共団体職員の派遣により、業務の一部に従事 

・東アジア等外国人観光客の …………… 観光客等の短期滞在者に係るビザの相互免除 

 短期滞在に係る査証免除         （東アジア諸国及びサハリン州） 

・通訳案内業法の基準緩和 ……………… 資格者に限定されている通訳案内業をボランティア通訳 

ガイドが可能となるよう規制を緩和 

・一部外国エアラインの乗り入れ ……… 旧共産圏諸国からの乗入曜日制限の解除 

曜日の制限解除 

・空港旅客ターミナル施設における …… 道内主要空港等ターミナル施設等における免税店の設置 

輸入品を携行して出域する場合の 

関税の免除 

■ 魅力ある観光地づくり  
・国営公園の整備及び管理 ……………… 国営公園の整備及び管理に関する権限・財源の移譲 

・道路、河川等の施設使用規制の緩和 … フィルムコミッション、オープンカフェなど 

各種使用規制の許可制を届出制に緩和 

・農業生産法人の農業関連事業範囲 …… 都市住民の農業に対する理解を深めるための宿泊施設、 

の拡大                アウトドア施設等の運営 

・農漁家民宿に対する消防法の規制 …  市町村の消防長及び消防署長の定めるガイドラインに 

緩和                 よる簡易な消防用施設の認定 

■ 受入体制の整備  
・国道等における道路案内標識 ………… 外国人観光客が快適に滞在するため、道路案内標識を 

の多言語表示             外国語による表示 

・観光業務に従事する外国人労働者の … 道内観光従事者の外国人観光客への接遇能力の向上のた 

在留資格要件等の緩和          め、外国から観光関連の優秀な人材の受入規制の緩和 

■ 観光交流ネットワークの形成  
・空港の一体的整備及び管理の推進 …… 空港の整備及び管理の権限・財源を段階的に移譲 

・国道、道道等の一体的整備及び管理  …  国道及び道道等の権限・財源を段階的に移譲 

  の推進 （高規格道路を除く）                                 

・２地点経由国際線の離発着料、………… 国内で２地点を経由する国際線に対する減免措置の実施 

航空援助施設使用料の減免 
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北海道の優れた自然環境の保全 

目  的 

 
北海道の雄大な景観や豊かな森林、さまざまな野生生物が息づく優れ

た自然環境を人類共通の財産として、将来にわたって大切に守り育てる

とともに、健全な生態系の維持・回復を図るため、野生生物の適切な保

護管理を推進するとともに、優れた自然地域の保全に努め、自然と人と

の共生の確保を図る。 

 
北海道は、原始性豊かな山岳や清らかな水をたたえる湖沼、広漠とし

た湿原、天然林を主体とする広大な森林や原野など、雄大な景観とさま

ざまな野生生物が息づく地域であるなど、優れた自然環境を有してい

る。 
この優れた自然環境を保全していく上で、他府県との調整等を要する

ことなく、独自の施策展開が可能である。 
このため、野生鳥獣の保護管理や自然公園、森林等に係る権限・財源

の移譲、規制の緩和等により、迅速で効率的な整備や事務の簡素化を促

進し、自己決定できるような環境を整える。 

 
優れた自然環境の保全や野生生物の適正な保護管理の推進、森林の多

面的機能の増進等において、自らの責任により決定できる仕組みや整備

及び事務の効率化などを実施することにより、その取組内容や成果等を

全国に発信し、新しい行政システムの構築に寄与していく。 
 

 
 

道州制の 

先行実施

のねらい 

 
全 国 の  
モ デ ル 
としての

位置づけ 
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■ 北海道らしい自然環境の保全  
 

・国立公園利用調整地区に係る立入 …… 利用調整地区に係る立入の認定及び指定認定機関の指定 

の認定等               に関する権限・財源の移譲 

・地方公共団体が執行する国立公園 …… 一定基準（規模、色彩等）を満たす場合の届出制への 

事業の変更承認                     変更 

・国定公園の公園計画の決定 …………… 国定公園の公園計画の決定に関する権限・財源の移譲 

 

・国指定鳥獣保護区内での捕獲許可 …… 国指定鳥獣保護区内での特定鳥獣保護管理計画に基づく、 

              捕獲許可権限の移譲 

・道指定鳥獣保護区特別保護地区の …… 環境省への協議を廃止し、届出制への変更 

指定に係る国への協議 

・狩猟期間の決定 ………………………… 地域の実情に応じた狩猟期間の決定権限の移譲 

・危険猟法の許可 ………………………… 危険猟法（麻酔薬の使用等）の使用許可権限の移譲 

・狩猟鳥獣の種類及び捕獲頭数の決定 … 鳥獣の種類毎の狩猟期間を通じた総捕獲数の設定 

                         （希少種を除く） 

・独自の狩猟免許区分の決定 …………… 野生鳥獣の保護管理を専門とした免許制度の創設 

 

・廃棄物処理施設設置の許可基準等 ………廃棄物処理施設設置の許可基準等の設定権限の移譲 

の設定 

・廃棄物の再生利用に係る認定 ………… 再生利用の特例に係る認定権限及び特例の対象となる 

             廃棄物を定める権限の移譲 

・農用地内の河畔林整備 ……………………農用地における河畔林の整備に係る農地転用規制の緩和 

■ 北海道らしい森林づくり  
 

・民有林と国有林とが一体となった …… 民有林と国有林とが一体となった森林づくりを進める 

森林づくり              ための連携強化 

 

    ・森林整備協定締結の一層の促進 

 

・保安林の指定・解除等 ………………… 民有林に係る保安林の指定・解除等の権限の移譲と事務 

                                        区分や国への協議の見直し 

 

・民有林直轄治山事業の実施 …………… 民有林直轄治山事業の実施に係る権限・財源の移譲 
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北海道らしい多様な農業・漁業の推進 

目  的 

 
北海道においては、健康・安全志向など消費者ニーズの多様化に対応

し、これまで以上に安全で良質な食料の供給に努めるとともに、環境に

配慮した生産の推進や生産基盤の整備、技術力の向上などを図り農業・

漁業の振興を図る。 
 

 
農業・漁業などの一次産業は、北海道の基幹産業であるとともに、と

りわけ、我が国最大の食料供給基地としての地位を確保している。 
一次産業の潜在力の開花を通じて、農業・漁業が持続的に発展してい

くための大きなステップとするため、権限移譲や規制緩和等により、豊

かな自然環境と資源を活用し、地域の創意工夫を活かした主体的な取組

みが促進される環境を整える。 

 
地域の実情に応じた農業・漁業の生産基盤の整備や活力ある農漁村づ

くりを進め、その取組内容や成果を全国に情報発信し、地域の活性化に

寄与していく。 
 

 

道州制の 

先行実施

のねらい 

 
全 国 の  
モ デ ル 
としての

位置づけ 
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■ 地域の実情に応じた生産基盤の整備  

 
・国営農業農村整備事業の実施 …… 農業農村整備事業の実施に係る権限・財源の段階的 
                   移譲 

 
    ・農地整備を主体とした事業の 
    新規調査地区から実施 

 
・直轄特定漁港整備事業の ………… 第３、４種漁港の次期整備計画作成に係る連携強化 
連携強化                          

     
    ・次期計画作成に向けた調査・ 
    検討の連携した実施 

■ 活力ある農漁村づくり  
 
・農地転用許可 ……………………… 農地転用許可権限の移譲 

   ・４ｈａ超の場合の権限移譲 
     ・２ｈａ超４ｈａ以下における 
      協議の廃止 

 
・農業生産法人の農業関連 ………… 都市住民の農業に対する理解を深めるための宿泊 
事業範囲の拡大（再掲）       施設、アウトドア施設の運営 

 
・農地の権利取得後の下限面積 …… 面積の基準を廃止又は緩和する等、地域の実情に 
  要件の緩和              応じた基準の設定 

 
・農漁家民宿に対する消防法の …… 市町村の消防長及び消防署長の定めるガイドライン 
規制緩和（再掲）         による簡易な消防用設備等の認定 

 
・市町村等による内水面の管理 …… 市町村や関係団体などによる遊漁規則の設定 
  活用                   
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きめ細かな産業・雇用政策の推進 

目  的 

 
本道の経済雇用情勢が、深刻な状況におかれている中にあって、地域

経済の現状と課題にきめ細かに対応した新たな産業・雇用政策の総合的

な推進を図り、活力ある民間活動に支えられた北海道経済と雇用環境の

実現を図る。 

 
全国的にも極めて厳しい状況にある北海道の経済・雇用情勢に的確に

対処するため、地域の持つ新しい産業の芽を育てていくなど、本道の潜

在能力を十分発揮しながら、「自立への道」を歩んでいくための大きな

ステップとなるよう産業・雇用政策を推進する必要がある。 
このため、新事業・新産業の創出や地域の特性に応じた雇用機会の創

出と人材育成のための規制の緩和等を進め、民間活力が発揮しやすい環

境を整える。 

 
北海道において、きめ細かな産業・雇用政策を推進することにより、

その取組内容や成果等を全国に情報発信し、地域活性化に寄与してい

く。 
 

 

道州制の 

先行実施

のねらい 

 
全 国 の  
モ デ ル 
としての

位置づけ 
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■ 産学官が連携した新事業・新産業の創出  

 
・環境負荷の少ない新燃料等の …… 広大な立地環境などの地域特性を踏まえ、 
  利用促進              個別法ごとに安全確保規制の緩和 
・研究者等外国人高度産業人材 …… 在留期間の延長、及び滞在許可要件の緩和 
の入国・滞在規制の緩和 
・外国人研究者等の入国、在留 …… 入国、在留申請処理の優先処理 
  申請の優先処理 
・ベンチャー企業のエンジェル …… 投資額の一定割合の税額控除と出資に係る 
  税制の強化・拡充          損失の他の一般所得と通算、及び損失の繰 
                   越期間延長 

 
・港湾の整備及び運営の一体 ……… 港湾計画の策定、港湾区域・臨港区域を定 
  的な推進                       める事務などの移譲 
・国道、道道等の一体的整備 ……… 国道及び道道等の権限・財源を段階的に移譲 
  及び管理の推進（再掲）   

■ 産業拠点の形成・産業基盤の整備促進  

■ 地域における事業展開の支援  

 
・最低資本金規制特例の確認 ……… 最低資本金規制特例による創業者の確認 

  手続きの実施              手続きの事務を道で実施 

・地域通貨の活用環境の整備 ……… 地域通貨の事業所－消費者間の複数回利用等 

                             活用を促す環境の整備 

■ 地域の特性に応じた雇用機会の創出と人材育成  

 

・職業訓練科目等に係る設置 ……… 施設内公共訓練及び認定訓練の長期訓練に 

  基準の緩和              係る訓練定員等の基準緩和 

・市町村が実施する雇用創出事業 … 地域特性に応じた雇用創出支援策の実施の 

  に対する支援等             のための統合補助金、統合交付金を創設 
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災害に強い地域づくり 

目  的 

 
道民生活の安全確保を図るため、国と道など関係機関との防災関係情

報の共有化を進めるとともに、河川や砂防等の社会資本を総合的・一体

的に整備することにより、効率的・効果的に災害に強い地域づくりの推

進を図る。 
 

 
広大な面積を有する北海道においては、多く道路や河川があり、それ

らの公共施設の管理は、区間毎に国、道、市町村に分割されており、防

災関係情報の共有化・一元化を図るとともに、河川や道路、森林などを

一体的に整備及び維持管理を行うことにより、効率的・効果的な国土保

全施設の整備を進めるなど、災害対応の総合的かつ迅速に実施できる環

境を整える。 

 
広域性を有する北海道において、全国に先駆けて、国と地方の役割分

担を再構築して、その取組内容や効果等を全国に情報発信し、新しい行

政システムが構築されるように寄与していく。 
 

 

道州制の 

先行実施

のねらい 

 
全 国 の  
モ デ ル 
としての

位置づけ 
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■ 安全性の高い国土保全施設の整備  

 

・直轄砂防事業の一体的整備 ……… 直轄砂防事業の権限及び財源の移譲 

  及び管理の推進 

 

・直轄海岸事業の整備 ……………… 直轄海岸事業の権限及び財源の移譲 

 

・２級河川の一体的整備の推進 ……  特例に基づき規定されている工事施工の廃                              

                止 

  

・1 級河川の一体的整備及び ……  １級河川の河川管理権限・財源を段階的に 

 管理の推進            移譲  

 

・国道、道道等の一体的 …………… 国道及び道道等の権限・財源を段階的に移譲 

  整備及び管理の推進（再掲） 

 

・公共施設管理情報システム ……… 道と国の気象情報や道路などの管理情報の 

 の整備              一元化・共有化 

 

・防災対策等の一元化の実施 ……… 防災体制や装備を一元的に管理 

 

   

■ 予防体制の強化  
 

・民有林と国有林とが一体と ……… 民有林と国有林とが一体となった森林づくり 

なった森林づくり（再掲）     を進めるための連携強化 

 

・避難施設の整備 …………………… 屋内運動場など公立学校施設を地震防災対策 

                                    特別措置法における耐震補強工事の採択要件 

                                    への追加 
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少子・高齢化・過疎化に対応した住みよい社会づくり 

目  的 

 
道内のどこで暮らしていても、穏やかに安心して暮らすことができる

ことを基本に、ゆとりやうるおい、生きがいを感じながら、いきいきと

暮らせる地域社会を目指し、子育てなど道民生活を支えるきめ細かなサ

ービスの提供を図る。 
 

 
広大な地域に人口が分散している北海道においては、少子・高齢化、

過疎化が進行し、社会の成熟化が進む中、医療や福祉、子育てなどにつ

いては、住民の視点に立った行政サービスを提供していくことが重要で

ある。 
このため、医療や福祉などの規制の緩和などを行い、地域自らが決定

できる環境を整える。 

 
少子化・高齢化・過疎化の進行が著しい北海道において本事業を実施

することにより、その取組内容や効果等を全国に情報発信し、全国的な

住民サービスの向上に寄与していく。 
 

 

道州制の 

先行実施

のねらい 

 
全 国 の  
モ デ ル 
としての

位置づけ 
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■ 子育て支援の充実  

 

・幼保一元化に向けた法令基準 …… 幼稚園と保育所の一体的運営に向けた基準 

  の緩和              等の緩和、統一化及び運営費助成の統合化 

・子育て支援施設としての学校 …… 市町村立小・中学校に係る財産処分の承認 

  の利用要件の緩和          要件を緩和し、ＮＰＯ法人等も対象 

・市町村立幼稚園の設置の緩和 …… 市町村立幼稚園の設置廃止等について、認可 

                                    制を届出制 

■ 地域医療の充実 

 

・医師標準数の設定 ………………… 地方における実情に即した医師標準数を 

                   道が設定 

・自治体病院等の再編整備に ……… 標準病床数の特例設定に関する「厚生労働 

  向けた病床規制の緩和       大臣の同意」規定を廃止し、都道府県の裁 

                    量による基準病床数の設定 

■ 自立を支える介護・福祉サービスの推進  

 
・地域実情に即した介護基準 ……… ヘルパー人数などの事業者の指定基準や介護 
  の緩和               報酬単価を地域の実情に即して設定 
・社会福祉施設の施設整備基 ……… 社会福祉施設を合築時などに、共有可能な施 
準の緩和              設設備等を活用できるよう施設基準の緩和 

■ 住民サービスの充実  
 

・税務相談、広報事務の共同 ……… 税務に係る相談や広報事業を一元的に実施 

  実施 

・自動車保有関係手続のワン ……… 自動車保有関係のワンストップサービスの構 

  ストップ化に伴う自動車税        築を機に、自動車税を車検時に３年又は２年 

  の車検時納入制度の導入        分をまとめて納付するシステムに改正 

・法人設立等手続届出情報シ ……… 国と道が共同で法人届出情報に係るデータ 

  ステムの整備             ベースを構築 
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（事務事業の一元化）テーマ 規 制 緩 和 権限移譲

・ＣＩＱ業務の一部実施 ・国営公園の整備及び管理
・東アジア等外国人観光客の短期滞在に係る ・空港の一体的整備及び管理の推進世界に通ずる
査証免除 ・国道、道道等の一体的整備及び管理北海道観光の
・通訳案内業法の基準緩和 の推進形成
・一部外国エアラインの乗り入れ曜日の制限
解除
・空港旅客ターミナル施設における輸入品を
携行して出域する場合の関税の免除
・道路、河川等の施設使用規制の緩和
・農業生産法人の農業関連事業範囲の拡大
・農漁家民宿に対する消防法の規制緩和
・国道等における道路案内標識の多言語表示
・観光業務に従事する外国人労働者の在留資
格要件等の緩和
・２地点経由国際線の離発着料、航空援助施
設使用料の減免

・地方公共団体が執行する国立公園事業の変 ・国立公園利用調整区域に係る立入の
更承認 小規模耕作物の設置等を届出制へ 認定等北海道の優れ （ ）
・道指定鳥獣保護区特別保護地区の指定に係 ・国定公園の公園計画の決定た自然環境の
る国への協議 ・国指定鳥獣保護区内での捕獲許可保全
・農用地内の河畔林整備 ・本道に適した狩猟制度の創設（狩猟

期間の決定等）
・廃棄物処理施設設置等の基準等の設
定
・廃棄物の再生利用に係る認定
・民有林と国有林とが一体となった森
林づくり
・保安林の指定・解除等
・民有林直轄治山事業の実施

・農業生産法人の農業関連事業範囲の拡大 ・国営農業農村整備事業の実施
・農地の権利取得後の下限面積要件の緩和 ・直轄特定漁港整備事業の連携強化北海道らしい
・農漁家民宿に対する消防法の規制緩和 ・農地転用許可多様な農業・
・市町村等による内水面の管理・活用漁業の推進
（遊漁規則の設定）

・環境負荷の少ない新燃料等の利用促進 ・港湾の整備及び運営の一体的な推進
・研究者等外国人高度産業人材の入国・滞在 ・国道、道道等の一体的整備及び管理きめ細かな産
規制の緩和 の推進業・雇用政策
・外国人研究者等の入国、在留申請の優先処 ・最低資本金規制特例の確認手続きのの推進
理 実施
・ベンチャー企業のエンジェル税制の強化・
拡充
・地域通貨の活用環境の整備
・職業訓練科目等に係る設置基準の緩和

・２級河川の一体的整備の推進 ・直轄砂防事業の一体的整備及び管理
・避難施設の整備 の推進災 害に 強い

・直轄海岸事業の整備北海道づくり
・１級、２級河川の一体的整備及び管
理の推進
・国道、道道等の一体的整備及び管理
の推進
・民有林と国有林とが一体となった森
林づくり

・幼保一元化に向けた法令基準の緩和 ・医師標準数の設定
・子育て支援施設としての学校の利用要件の ・税務相談、広報事務の共同実施少子化・高齢
緩和 ・自動車保有関係手続のワンストップ化・過疎化に
・市町村立幼稚園の設置の緩和（届出制） 化に伴う自動車税の車検時納入制度対応した住み
・自治体病院等の再編整備に向けた病床規制 の導入よい社会づく
の緩和 ・法人設立手続届出情報システムの整り
・地域実情に即した介護基準の緩和 備
・社会福祉施設の施設整備基準の緩和
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財 源 移 譲 そ の 他 テーマ

・権限移譲に伴う統合補助金の拡充、統合交付
世界に通ずる金制度の創設
北海道観光の
形成

・権限移譲に伴う統合補助金の拡充、統合交付
北海道の優れ金制度の創設
た自然環境の
保全

・権限移譲に伴う統合補助金の拡充、統合交付 ・地方自治体の裁量でできる「食と
北海道らしい金制度の創設 農の再生資金（仮称 」の創設）
多様な農業・
漁業の推進

・権限移譲に伴う統合補助金の拡充、統合交付 ・中心市街地商業活性化のための基
きめ細かな産金制度など 金の造成
業・雇用政策・市町村が実施する雇用創出事業に対する支援
の推進など地域特性に応じた雇用創出事業の推進の

ための統合補助金の拡充、統合交付金の創設

・権限移譲に伴う統合補助金の拡充、統合交付 ・公共施設管理情報システムの整備
災 害に 強 い金制度の創設 ・防災対策等の一元化の実施
北海道づくり

少子化・高齢
化・過疎化に
対応した住み
よい社会づく
り



資料 ３

国が所掌する事務とその考え方について（案）

（地方６団体の「地方分権の推進に関する意見書 (Ｈ６．９)」をベースに整理）

国の所掌事務 説 明
次に掲げるものに限定

①憲法上（第１条他）の要請事項①天皇、皇室
②一つの国家としての国際対応が不可欠な事項②外交、防衛、安全保障
③憲法上（第４１条他）の要請事項（国会は国の唯一の立法機関）③司法、立法

（ 法 の下 の 平等 ： 選挙人の投 票 の価 値 の平 等 ）④国政選挙 ④憲法上（第１４条１項）の要請事項
⑤国民、国内企業に、自由な活動の機会を平等に保障することが求めら⑤通貨、公定歩合、民事・刑事に関する基本ルール、公正取引の
れる事項。また、全国的にルールを統一しなければ国民の諸活動に混確保、金融、資本市場、貿易、物価の統制、工業規格、度量衡、
乱を来す恐れがある事項知的所有権、郵便
⑥国際対応上一つの国家としての権威付け、取り扱いなどが必要な事項⑥国籍、税関、出入国管理、旅券
⑦個人、企業等による活動の範囲が国内外に広範囲に及ぶため、国によ⑦海難審判、海上保安、航空保安、その他の全国的な治安維持
る一元的な対応が求められる事項
⑧道州のエリアを超えた全国的な視点からの計画の策定に関する事項⑧全国の総合開発計画及び経済計画の策定
⑨国民のナショナルミニマムの維持・達成に関する事項。公的年金・公⑨公的年金、公的保険、労働基準、基本食料の確保、資源・エネル
的保険は、全国的な規模での制度運用によって地域間のアンバランスギーの確保等
（年齢や人口構成等）の調整、制度の安定性を確保する事項。労働基

、 。準は全ての労働者の生命 健康を守るために統一性が求められる事項
基本食料・資源・エネルギーの確保等は、国民生活上不可欠な基礎的
資源を全国的に需給調整する事項。
⑩道州のエリアを跨って執り行うことに合理性が認められる事項⑩全国的な電波監理・気象業務

、 、⑪全国的に影響を有する特に高度で専門的な科学・技術、学術・文 ⑪特に高度な基礎研究や研究開発など 国家間の協力が欠かせない事項
地方自治体が個別に処理することが非効率あるいは予算規模から限界化、環境対策等
のある事項
⑫国民の生命、健康を守るために、地域の独自性よりも全国的な統一性⑫伝染病予防、薬品の規制、医療従事者の資格に関すること及び
に合理性が認められる事項。生活保護は、憲法上（第２５条）の要請その他の人の生命・健康・安全に関する基準、生活保護に関する
事項（国民の生存権 。義務教育に関する基準の設定は、全ての国民基準、義務教育に関する基準等の設定 ）
に対し一定の教育水準を保証するための基本的事項。
⑬道州のエリアを超えた国全体の状況の把握が欠かせない事項⑬国勢調査等の全国的な統計調査
⑭道州のエリアを超えた全国的な視点からのプロジェクト的な事業の実⑭全国を対象とする骨格的・基幹的な交通・通信基盤施設の整備・
施に関する事項。カッコ内は、道州同士による調整に膨大なロスを生管理（道州の区域を越える活動に対する調整等を含む）
むことが予想され、道州のエリアを超えて調整・企画立案を行うこと
に合理性が認められる事項
⑮国が地方自治体を国民国家として統合していくための基本事項⑮地方制度、国と地方公共団体との間の基本的ルール（道州間の
（地域間の財源調整は、モデル構想でも国の役割として整理）財源調整を含む）
⑯国家の存立基盤としての事項⑯国の機関の組織（内部管理を含む）・税財政



資料 ４

道州制プログラムの策定スケジュール（想定）

１月 ３月 ４月項 目

先行実施に向けた 道州制の先行実施に向けた取組み 道州制プログラム（仮称）の策定

取組み Ａ 先行実施の基本的な考え方 １ 道州制をめぐる背景

Ｂ テーマ、施策 ２ 北海道が目指す道州制
道州制プログラム 目指す姿、基本的な考え方、役割

分担、税財源のあり方

３ 道州制の導入までのプロセス

北 ４ 道州制の先行実施

先行実施のねらい、視点、テーマご

との内容など

道 議 会 地 方 分 権 特 委 １／７（火）特別委 ２／２３（月）１定前日委 ４月上旬

海 検討状況報告 検討状況報告 プログラムの決定報告

・先行実施に向けた取組み(素案） ・プログラム案

・経済財政諮問会議資料

道 州 制 推 進 会 議 １月下旬 ２月中旬 ３月末～４月初旬

道 第４回会議 第５回会議 第６回会議

市 町 村 ・ 道 民 等 の １月中旬～２月上旬 ２月～３月

意 見 の 反 映 先行実施に向けた 道民、市町村等からの

取組み（素案） 意見募集

アイディア募集、

意見の聴取
市町村説明会、

(2/17)シンポジウム

国 と の 関 連 国への提案



資料 ５

道州制の先行実施における取組事項の充実について

項 目 内 容 提出期限

① 一般道民 ○ ホームページによる提案募集 ２／１３
からの募集 〈 実施済み〉1/13

② 市町村等に対 ○ 提案事項についての文書照会 ２／９

する説明会の 〈 実施済み〉1/23
開催

○ 道州制説明会の開催

１／２９（木）帯広市

２／０２（月）旭川市
２／０３（火）網走市

２／０５（木）札幌市

２／０６（金）釧路市

２／１０（火）函館市

○ 市町村との意見交換会の開催

１／１４（水）稚内市、江差町

２／０３（火）余市町
２／０９（月）函館市

２／１３（金）旭川市

２／１７（火）苫前町

③ 道 州 制 ○ ２／１７（火）札幌市

シンポジウム

④ 経済団体等 ○ 経済団体等への照会〈１月下旬〉 ２／９

への照会 ・経済４団体

・運輸関係団体 など



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方自らの裁量で事業を決定することや限られた財源の中でいかに効率的に住民ニーズに沿

った政策展開が図られるかといった道州制に向けた検討課題を踏まえ、次の観点でモデル事業

の組立てを行う。 

道州制北海道モデル事業に係る基本的な考え方 

１ 道州制の検討に資するモデル事業の取組み 

① 国の関与を大幅に縮小し、地方の裁量で事業を決定   ［統合補助金の拡充］ 

② 事業分野にとらわれない予算の執行      ［事業別シェア固定化の打開］ 

③  各種施策を組み合わせた複合的な施策の展開    ［直轄・補助事業の連携］ 

④  補助基準の弾力化       ［北海道スタンダード、ソフト事業への活用］ 

⑤  従来型補助事業（公共事業）との差別化   ［短期集中型での事業実施など］ 

道州制先行実施のテーマである６分野（観光、環境、農業・漁業、産業・雇用政策、災害対策、

安心）を念頭に置き、各テーマに沿って、各種計画等から上記１の観点をもって事業を抽出する。 

２ 具体的な事業の選定 

①  北海道新生プラン 

②  第３次長期総合計画の後期計画「リーディング・プログラム」 

③  パートナーシッププロジェクト   など 

・  事業期間は平成１６～１９年度（４年間） 

・  成果目標・アウトカム指標の設定・公表 

・  地域意向の反映  ～ 市町村への説明、地域連携会議等の活用 

・ 直轄・補助事業の連携、ソフト事業の活用 

・ 横断的な庁内組織による計画策定（３月末までに策定予定） 

・ 推進管理～補助基準の弾力化、対象事業の拡大などの課題・問題点の検証 

３ 事業計画の策定 

 


